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協議第４７号 

 

 合併協定項目２５－２１ 勤労者、消費者関連事業について 

 

 

 勤労者、消費者関連事業について、協議を求める。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

                    栃木市・西方町合併協議会 

                    会 長  鈴 木 俊 美 

  

項  目 合併協定項目２５－２１ 勤労者、消費者関連事業 

調整方針 

１ 勤労者融資制度については、栃木市の例により合併

時に統合する。 

２ 栃木広域中小企業勤労者福祉サービスセンターに

ついては、現行のとおりとし、負担金について、合併

までに岩舟町と調整を図る。  

３ 消費生活相談については、栃木市の例により合併時

に統合する。 

 

 平成  年  月  日(確認・継続協議) 



様式１                        栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２１ 勤労者、消費者関連事業 関係項目 １ 勤労者融資制度 

調整の方針 勤労者融資制度については、栃木市の例により合併時に統合する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

○勤労者住宅資金 

・市内に居住し，又は、居住しようとする者で、１年以上勤務 

・使途及び限度額 

 住宅の新増改築、住宅・土地取得 

 20,000千円   35年以内 

 

※預託先 中央労働金庫 

該当なし 栃木市の例により合併

時に統合する。 



様式１                        栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２１ 勤労者、消費者関連事業 関係項目 
２ 栃木広域中小企業勤労者福祉サービスセ

ンター 

調整の方針 栃木広域中小企業勤労者福祉サービスセンターについては、現行のとおりとし、負担金について、合併までに岩舟町と調整を図る。 

現         況 具体的な調整内容 

○栃木広域中小企業勤労者福祉サービスセンター 

・事業概要 

①在職中の生活安定に関する事業 

②健康の維持増進に関する事業 

③自己啓発、余暇活動に関する事業 外 

 

・実施団体：１市２町 

栃木市、西方町、岩舟町 

 

・加入状況、負担金 

 

（H22.4.1現在） 

 栃 木 市 西 方 町 岩 舟 町 

加入状況会員数 875人 75人 94人 

市町負担金 6,827千円  333千円 909千円 

現行のとおりとし、負担金

について、合併までに岩舟町

と調整を図る。 

 



様式１                   栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２１ 勤労者、消費者関連事業 関係項目 ３ 消費生活相談 

調整の方針 消費生活相談については、栃木市の例により合併時に統合する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

【目的】 

 消費者を取り巻く環境は年々複雑化、多様化しており、契約を結ぶ際のトラブ

ルやヤミ金に関するトラブルなどが多発している状況にあるため、このような問

題を解決するための助言を行い、消費者利益の擁護及び増進を図り、もって、消

費生活の安定向上に資するため消費生活センターを設置する。 

 

【概要】 

・場  所 

 市民会館（日ノ出町 14-36)３階  

・相談内容  

  契約・解約に関する相談、クーリング・オフや内容証明の書き方の指導・助言、

消費者が直接解決が困難な場合の斡旋など、相談員が消費生活センターの開庁時

に随時応じる。 

・相談方法 面接及び電話 

・開所時間 9:00～16:00（月曜～金曜日） 

・休館日 

  土・日曜日、祝祭日、年末年始 

・職員配置 非常勤職員４名（１日３名勤務) 

 

【２１年度実績】 

 ７８４件 

【目的】 

 消費者を取り巻く環境は年々複雑化、多様化しており、契約を結ぶ際のトラ

ブルやヤミ金に関するトラブルなどが多発している状況にあるため、このよう

な問題を解決するための助言を行い、消費生活の安定を図る。 

 

【概要】 

・場  所 

町役場産業振興課商工観光係 

・相談内容 

 専門の相談員をおいていないため、クーリング・オフ等、比較的簡易なもの

について相談を受けている。深刻な問題等は、県消費生活センターを紹介 

       

 年間相談件数 ５件程度 

 

平成 20 年 2月より多重債務相談窓口を設置 

 相談内容を県作成「多重債務相談カード」にまどめ、県弁護士会多重債務相

談窓口や法テラスへの引き継ぎを行っている。 

栃木市の例により合

併時に統合する。 

 



協議第４８号 

 

 合併協定項目２５－２２  建設関係事業について 

 

 建設関係事業について、協議を求める。 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

                    栃木市・西方町合併協議会 

                    会 長  鈴 木 俊 美 

  

項  目 合併協定項目２５－２２ 建設関係事業 

調整方針 

１ ・  開発許可制度については、栃木市の例により合

併時に統合する。ただし、非線引き都市計画区

域における開発許可の規制対象規模について

は、合併時までに調整する。 

・  租税特別措置法に基づく優良宅地造成及び優

良住宅の認定については、栃木市の例により

合併時に統合する。 

・  都市計画区域マスタープランについては、合

併時は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

・  都市計画マスタープランについては、合併時

は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

・  都市計画区域については、合併時は現行のと

おりとし、都市計画マスタープランの再編に

併せ、県と調整する。 

２ 住宅マスタープランについては、合併時は現行のと

おりとし、合併後に再編する。 



３ 建築物耐震改修促進計画については、合併後に再

編する。  

 

 平成  年  月  日（確認・継続協議） 



様式１                      栃木市・西方町地区合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２２ 建設関係事業 関係項目 １ 都市計画 

調整の方針 

・ 開発許可制度については、栃木市の例により合併時に統合する。ただし、非線引き都市計画区域における開発許可

の規制対象規模については、合併時までに調整する。 

・ 租税特別措置法に基づく優良宅地造成及び優良住宅の認定については、栃木市の例により合併時に統合する。 

・ 都市計画区域マスタープランについては、合併時は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

・ 都市計画マスタープランについては、合併時は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

・ 都市計画区域については、合併時は現行のとおりとし、都市計画マスタープランの再編に併せ、県と調整する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

【開発許可制度：線引き都市計画区域】 

・開発行為許認可事務、開発行為に伴う事前協議及び相談 

・開発行為の規制対象となる面積 

  市街化区域：1,000㎡以上、市街化調整区域：面積の規模に係らず規制対象  

【開発許可等に係る主な業務】 

⑴開発許可(法第29条第 1項)                

⑵開発変更許可(法第35条の 2第 1項)        

⑶建築許可(法第43条第1項)               

⑷建築制限解除承認(法第37条第 1項)          

⑸完了公告(法第36条)             

⑹開発行為廃止(法第38条)              

⑺開発登録簿の写しの交付(法第47条第 5項)     

⑻開発行為等事前協議(窓口相談含む。)   

【開発許可制度：非線引き都

市計画区域】 

・開発行為に伴う事前協議 

・開発行為の規制対象となる

面積 3,000㎡以上 

 

 

 

 

 

 

非線引き都市計画区域に

おける開発許可の規制対象

規模について、新市全体の均

衡が保てるよう、合併時まで

に、条例制定を目途に調整す

る。 

【租税特別措置法に基づく優良宅地造成及び優良住宅の認定】 

・優良宅地造成認定審査事務 

  租税特別措置法第２８条の４第３項第７号イ、第６３条第３項第７号イ、第６８条の６９第３項第７号イ、第２８条の４第３

項第５号イ、第６３条第３項第５号イ、第３１条の２第２項第１４号ハ、第６２条の３第４項第１４号ハ 

・優良住宅認定審査事務 

  租税特別措置法第２８条の４第３項第６号、第２８条の４第３項第７号ロ、第６３条第３項第６号、第６３条第３項第７号ロ、

第６８条の６９第３項第７号ロ、第３１条の２第２項第１６号ニ、第６２条の３第４項第１６号ニ  

【租税特別措置法に基づく優

良宅地造成及び優良住宅の認

定】 

・優良宅地認定審査事務 

・優良住宅認定審査事務 

 

栃木市の例により合併時

に統合する。 

 

 



栃 木 市 
西 方 町 具体的な調整内容 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

【線引き都市計画区域】 

・都市計画区域     12,206ha 

うち市街化区域    1,685ha 

（内訳） 

 第一種低層住居専用地域 

224.6ha 

 第一種中高層住居専用地域            

167.4ha 

 

 

第一種住居地域    698.3ha 

準住居地域         37.2ha 

近隣商業地域       25.8ha 

商業地域           63.4ha 

準工業地域        250.1ha 

工業地域          143.2ha 

工業専用地域       75.0ha 

うち市街化調整区域   10,521ha 

【線引き都市計画区域】 

・都市計画区域       3,980ha 

うち市街化区域       749ha 

（内訳） 

第一種低層住居専用地域 

100.0ha 

第一種中高層住居専用地域 

35.5ha  

第二種中高層住居専用地域 

12.5ha 

第一種住居地域    277.3ha 

準住居地域         27.2ha 

近隣商業地域        5.6ha 

 

準工業地域         84.9ha 

工業地域           42.0ha 

工業専用地域      164.0ha 

うち市街化調整区域  3,231ha 

【線引き都市計画区域】 

・都市計画区域      6,045ha 

うち市街化区域      234ha 

（内訳） 

第一種低層住居専用地域 

11.0ha 

第一種中高層住居専用地域 

25.7ha  

第二種中高層住居専用地域 

8.9ha 

第一種住居地域    160.4ha 

 

近隣商業地域       14.4ha 

 

準工業地域          8.0ha 

工業地域            6.0ha 

 

うち市街化調整区域  5,811ha 

【線引き都市計画区域】 

・都市計画区域       3,052ha 

うち市街化区域       278ha 

（内訳） 

 

 

 

 

 

 

第一種住居地域    211.0ha 

 

近隣商業地域       15.0ha 

 

準工業地域          2.0ha 

工業地域           50.0ha 

 

うち市街化調整区域  2,774ha 

【非線引き都市計画区域】 

・都市計画区域      3,200ha 

うち用途地域   140.5ha 

（内訳） 

 

 

 

 

 

 

第一種住居地域    54.0ha 

 

近隣商業地域       4.0ha 

 

 

 

工業専用地域      82.5ha 

うち用途地域以外  3059.5ha 

合併時は現行のとおりと

し合併後に新市全域の均衡

ある発展に資するよう、新市

の都市計画マスタープラン

の再編に併せて県と調整す

る。 

【都市計画マスタープラン】 

栃木市都市計画マスタープラン 

（平成１４年１１月策定） 

 

・目標年次  平成３２年度 

【都市計画マスタープラン】 

大平町都市計画マスタープラン 

（平成１０年３月策定） 

（平成１７年３月改訂） 

・目標年次  平成２７年度 

【都市計画マスタープラン】 

藤岡町都市計画マスタープラン 

（平成１９年３月策定） 

 

・目標年次  平成３７年度 

【都市計画マスタープラン】 

都賀町まちづくりマスタープラン 

（平成１１年４月策定） 

（平成２１年３月改訂） 

・目標年次    平成３７年度 

【都市計画マスタープラン】 

西方町都市計画マスタープラ

ン 

（平成２３年３月策定予定） 

・目標年次  平成４０年度 

合併時は現行のとおりとし

合併後に再編する。 

 

 

 



様式１                      栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２２ 建設関係事業 関係項目 ２ 住宅行政 

調整の方針 住宅マスタープランについては、合併時は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧栃木市 旧大平町 旧藤岡町 旧都賀町 

○住宅マスタープラン 

栃木市住宅マスタープラン 

Ｈ２０策定 

（概要） 

 住生活基本法に基づく住生

活基本計画（全国計画）及び栃

木県住宅マスタープランの内

容を踏まえ、地域における多様

なニーズに対応した施策を展

開していくための基本計画。 

 国民の豊な住生活を実現す

るために制定された住生活基

本法の基本理念にのっとり、住

生活の安定の確保及び向上の

促進を目的としている。 

 計画期間は、平成 20 年度か

ら平成27年度までの8年間。 

○住宅マスタープラン 

大平町住宅マスタープラン 

Ｈ１９策定 

（概要） 

 社会経済的情勢や地域の住

宅事情、住宅環境の現況を調査

分析し、課題を集約するととも

に、定住化人口の増加や少子化

時代における子育て支援とし

ての住宅施策などを検討し、地

域の特性に応じた総合的な居

住環境の形成や住宅建設の誘

導を推進することを目的とし

て策定した計画。 

 計画の目標年次は、１０年後

の平成２８年を見据えつつ、５

年後の平成２３年としている。 

○住宅マスタープラン 

未策定 

○住宅マスタープラン 

未策定 

○住宅マスタープラン 

未策定 

 

合併時は現行のとお

りとし、合併後３年以内

に再編する。 



様式１                      栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２２ 建設関係事業 関係項目 ３ 建築行政 

調整の方針 建築物耐震改修促進計画については、合併後に再編する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町 旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○耐震改修促進法 

・栃木市建築物耐震改修促進計

画を平成１９年度に策定して

いる。 

 

 

 

○耐震改修促進法 

・大平町建築物耐震改修促進計

画を平成２０年度に策定して

いる。 

○耐震改修促進法 

・藤岡町建築物耐震改修促進計

画を平成２１年度に策定して

いる。 

 

○耐震改修促進法 

・栃木県建築物耐震改修促進計

画に基づき、都賀町建築物耐震

改修促進計画を平成２１年度

に策定予定であったが中止し

た。 

○耐震改修促進法 

・栃木県建築物耐震改修促進計

画に基づき、西方町建築物耐震

改修促進計画を平成２２年度

に策定予定である。 

 

建築物耐震改修促進

計画については、合併

後に再編する。 

 

      

 



協議第４９号 

 

 合併協定項目２５－２３  上・下水道事業について 

 

 

 上・下水道事業について、協議を求める。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

                    栃木市・西方町合併協議会 

                    会 長  鈴 木 俊 美 

  

項  目 合併協定項目２５－２３ 上・下水道事業 

調整方針 

１ 水道事業に係る手数料については、栃木市の例によ

り合併時に統合する。 

２ 水道料金及びメーター使用料については、合併時は

現行のとおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

３ 工事負担金及び加入金については、合併時は現行の

とおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

４ 排水設備工事等手数料については、現行のとおりと

する。 

５ 下水道使用料については、合併時は現行のとおりと

し、合併後４年を目途に再編する。 

６  ・ 下水道受益者負担金等については、合併時は現

行のとおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

・ 賦課対象区域の決定、徴収猶予及び減免基準に



ついては、現行のとおりとする。 

・ 納期については、合併時までに再編し、平成２４

年度から口座振替を実施する。 

・ 排水区域外接続の負担の額については、合併時は

現行のとおりとし、合併後４年を目途に再編す

る。 

・ 督促手数料については、栃木市の例により合併時

に統合する。 

７ 農業集落排水事業の排水設備工事等手数料につい

ては、現行のとおりとする。 

８ 農業集落排水施設使用料については、合併時は現行

のとおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

９ 農業集落排水事業受益者分担金制度については、栃

木市の例により合併時に統合する。  

 

 平成  年  月  日(確認・継続協議) 



様式１                         栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２３ 上・下水道事業 関係項目 １ 設計、申請、審査、検査、交付使用手数料 

調整の方針 水道事業に係る手数料については、栃木市の例により合併時に統合する。 

現         況 
具体的な調整内容 

 栃 木 市 西 方 町 
 

項目 手数料 

給水装置工事の設計 なし 

指定店申請手数料 10,000円 

設計審査手数料 1,000円 

検査手数料 1,000円 

道路占用書類作成 なし 

証明書交付手数料 300円 

私設消火栓使用手数料 300円 

給水装置違反の確認 なし 

 

 

 

 

 

 

項目 手数料 

給水装置工事の設計 なし 

指定店申請手数料 15,000円 

設計審査手数料 2,000円 

検査手数料 4,000円 

道路占用書類作成 なし 

証明書交付手数料 なし 

私設消火栓使用手数料 なし 

給水装置違反の確認 なし 

手数料については、栃木市の例

により合併時に統合する。 

 

 



様式１                         栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２３ 上・下水道事業 関係項目 ２ 水道料金、メーター使用料 

調整の方針 水道料金及びメーター使用料については、合併時は現行のとおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

現         況 具体的な調整内容 

 ○一般家庭で月20㎥を使用した場合の水道料金及びメーター使用料の比較（口径20mm） 

市町名 
栃 木 市 

西 方 町 
旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

基本料金 5㎥ 871.5円 10㎥ 1,428円 10㎥ 1,764円 10㎥ 1,470円 10㎥ 1,540円 

超過料金 6㎥～20㎥ 1,260円 11㎥～20㎥ 1,018.5円 11㎥～20㎥ 1,764円 11㎥～20㎥ 1,260円 11㎥～20㎥ 1,785円 

メーター 

使用料 
168円  157.5円 178.5円 280円 

計（税込） 2,299円 2,446円 3,685円 2,908円 3,600円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道料金及びメーター使用料に

ついては、合併時は現行のとお

りとし、合併後４年を目途に料

金体系と料金システムを含め、

再編する。 

栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○水道料金（月額、税込み） 

・用途別,従量制料金 

・口座振替１回あたり52円50銭減額 

家事用 

基本料金 超過料金 

水量 

(㎥) 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

5 871.5 6～10  31.50 

11～20 110.25 

21～40 126.00 

41～ 147.00 

営業用 

基本料金 超過料金 

水量 

(㎥) 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

20 2152.5 21～40 152.25 

41～80 178.50 

81～ 210.00 
 

○水道料金（月額、税込み） 

・口径別,従量制料金 

・算出合計額の１円未満切捨て 

水道料金 

基本料金 超過料金 

水量 

10㎥ 

口径 

ｍ/ｍ 

料金 

（円） 

水

量 
(㎥) 

料金 

（円） 

13m/m 1,019.55 1 101.85 

20m/m 1,428.00 1 101.85 

25m/m 1,835.40 1 101.85 

30m/m 2,345.70 1 101.85 

40m/m 3,976.35 1 101.85 

50m/m 6,524.70 1 101.85 

75m/m 13,456.80 1 101.85 

100m/m 21,663.60 1 101.85 

150m/m 45,772.65 1 101.85 
 

○水道料金（月額、税込み） 

・用途別,従量制料金 

・算出合計額の１円未満切捨て 

一般用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

10 1,764 1 176.40 
 

○水道料金（月額、税込み） 

・用途別,従量制料金 

 

一般用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

10 1,470  1 126.00 

 

 

 

 

営業用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

10 1,470 1 126.00 
 

○水道料金（月額、税込み） 

・用途別,従量制料金 

・算出合計額の１０円未満切捨て 

一般用 

基本料金 超過料金 

水量 

(㎥) 

料金 

（円） 

水量 

(㎥) 

料金 

（円） 

10 1,540  1 178.50 

 

 

 

 

営業用 

基本料金 超過料金 

水量 

(㎥） 

料金 

（円） 

水量 

(㎥） 

料金 

（円） 

10 2,310 1 252.00 
 



現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

 

官公署学校用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

50 5,827.5 51 ～

100 

141.75 

101 ～

200 

173.25 

201～ 210.00 

 

工業用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

100 15,750 101 ～

300 

173.25 

301 ～

500 

204.75 

501～ 246.75 

 

臨時用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

1 315 1 315.00 
 

  

官公署用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

10 1,764 1 176.40 

 

 

 

 

 

工業用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

100 17,640 1 176.40 

 

 

 

 

 

臨時用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

20 4,840.5 1 351.75 
 

 

団体用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

10 1,470 1 126.00 

 

 

 

 

 

工場用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

100 14,700 1 126.00 

 

 

 

 

 

臨時用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

10 2,100 1 126.00 
 

 

団体用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨時用 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

10 11,550  1 630.00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本料金 超過料金 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

水量 

（㎥） 

料金 

（円） 

10 2,310  1 252.00 

 

 



現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○メーター使用料(税込み) 

口  径 料 金(円) 

Φ１３ｍｍ以下 ７３．５ 

Φ２０ｍｍ １６８．０ 

Φ２５ｍｍ ２３１．０ 

Φ３０ｍｍ ２３１．０ 

Φ４０ｍｍ ３３６．０ 

Φ５０ｍｍ １，５２２.５ 

Φ７５ｍｍ ２，１００.０ 

Φ１００ｍｍ ２，７００.０ 

Φ１２５ｍｍ ３，７００.０ 

Φ１５０ｍｍ ５，１００.０ 

Φ２００ｍｍ ６，９００.０ 

Φ250ｍｍ以上 ８，７００.０ 
 

○メーター使用料 

  なし 

○メーター使用料(税込み) 

口  径 料 金(円) 

Φ１３ｍｍ ８４．０ 

Φ２０ｍｍ １５７．５ 

Φ２５ｍｍ １８９．０ 

Φ３０ｍｍ ― 

Φ４０ｍｍ ３１５．０ 

Φ５０ｍｍ １，２６０．０ 

Φ75ｍｍ以上 

管理者が定め

る額 

 
 

○メーター使用料（税込み） 

口  径 料 金(円) 

Φ１３ｍｍ １０５．０ 

Φ２０ｍｍ １７８．５ 

Φ２５ｍｍ ２３１．０ 

Φ３０ｍｍ ３８８．５ 

Φ４０ｍｍ ３８８．５ 

Φ５０ｍｍ １，８９０．０ 

Φ７５ｍｍ ２，２０５．０ 

Φ100ｍｍ ３，１５０．０ 
 

○メーター使用料（税込み） 

口  径 料 金(円) 

Φ１３ｍｍ １００ 

Φ２０ｍｍ ２８０ 

Φ２５ｍｍ ４６０ 

Φ３０ｍｍ ６６０ 

Φ４０ｍｍ １，４１０ 

Φ５０ｍｍ ２，１００ 

Φ７５ｍｍ ５，２５０ 

Φ100ｍｍ ８，９２０ 
 

 



様式１                         栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２３ 上・下水道事業 関係項目 ３ 工事負担金、加入金 

調整の方針 工事負担金及び加入金については、合併時は現行のとおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○工事負担金 

栃木市給・配水管布設要綱 

・給水申込戸数で総工事費を除した額 

・180,000円を超えた場合 

 超えた額の１／３(120,000円上限) 

 市負担 

・負担金納入後に工事 

・分岐する給水管申込は、原則5年間

受理しない 

・市長が認めたとき 

 1年以内 同額工事負担金 

 2年以内 工事負担金の9／10 

3年以内 工事負担金の７／10 

4年以内 工事負担金の5／10 

5年以内 工事負担金の3／10 

・使用開始後3年間給水中止しない 

 

○加入金 

  なし 

 

 

○工事負担金 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○加入金 

  なし 

○工事負担金 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○加入金（税込み） 

φ13mm 52,500円 

φ20mm 147,000円 

φ25mm 236,250円 

φ30mm ― 

φ40mm 708,750円 

φ50mm 1,086,750円 

φ75mm以上 管理者が定める額 
 

○工事負担金 

栃木市給・配水管布設要綱 

・給水申込戸数で総工事費を除した額 

・180,000円を超えた場合 

 超えた額の１／３(120,000円上限) 

 市負担 

・負担金納入後に工事 

・分岐する給水管申込は、原則5年間

受理しない 

・市長が認めたとき 

 1年以内 同額工事負担金 

 2年以内 工事負担金の9／10 

3年以内 工事負担金の７／10 

4年以内 工事負担金の5／10 

5年以内 工事負担金の3／10 

・使用開始後3年間給水中止しない 

 

○加入金（税込み） 

φ13mm 42,000円 

φ20mm 84,000円 

φ25mm 147,000円 

φ30mm 210,000円 

φ40mm 420,000円 

φ50mm 840,000円 

φ50mm を超

える場合 

管理者が定める額 

 

○工事負担金 

  なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○加入金（税込み） 

φ 13mm 75,600円 

φ 20mm 133,350円 

φ 25mm 304,500円 

φ 30mm 451,500円 

φ 40mm 840,000円 

φ 50mm 1,312,500円 

φ 75mm    3,045,000円 

φ100mm    5,460,000円 
 

工事負担金、加入金について

は、合併時は現行のとおりとし、

合併後４年を目途に再編する。 



 

様式１                         栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２３ 上・下水道事業 関係項目 ４ 排水設備工事等手数料 

調整の方針 排水設備工事等手数料については、現行のとおりとする。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

○排水設備工事等の手数料 

①計画確認手数料(1,000円)  

 ②検査手数料(1,000円) 

 ③排水設備指定工事店登録手数料 

           (10,000円） 

○排水設備工事等の手数料 

①計画確認手数料 (1,000円)  

 ②検査手数料(1,000円) 

 ③排水設備指定工事店登録手数料 

           （10,000円） 

 

現行のとおりとする。 

 



様式１                         栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２３ 上・下水道事業 関係項目 ５ 下水道使用料 

調整の方針 下水道使用料については、合併時は現行のとおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

現         況 具体的な調整内容 

 

 ○一般家庭で月20㎥を使用した場合の下水道使用料の比較 

市町名 
栃 木 市 

西 方 町 
旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

基本料金 10㎥まで 1,323円 10㎥ 1,224円 10㎥ 1,260円 10㎥ 1,260円 10㎥ 1,260円 

超過料金 11㎥～20㎥ 1,386円 11㎥～20㎥ 1,333円 11㎥～20㎥ 1,365円 11㎥～20㎥ 1,365円 11㎥～20㎥ 1,260円 

計（税込） 2,709円 2,557円 2,625円 2,625円 2,520円 

 

（参考）上下水道料金及びメーター使用料の合計の比較 

市町名 
栃 木 市 

西 方 町 
旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

水道料金 
2,299円 

（口座振替52.5円減） 
2,446円 3,685円 2,908円 3,600円 

下水道使用料 2,709円 2,557円 2,625円 2,625円 2,520円 

計（税込） 5,008円 5,003円 6,310円 5,533円 6,120円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栃木市において平成２０年

度に料金改定を実施した地区

があることから、合併時統合

は難しいため、合併時は現行

のとおりとし、合併後４年を

目途に新料金を設定する。 

栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○下水道使用料（税込み） 

・水道水のみ   （単位：㎥・円） 

基本料金 超過料金（1㎥につき） 

10まで 

1,323 

11～30 138.60 

31～50 156.45 

51～100 176.40 

101以上 196.35 

公衆浴場

200まで

10,500 

201以上 52.5 

 

○下水道使用料（税込み） 

・水道水のみ   （単位：㎥・円） 

基本料金 超過料金（1㎥につき） 

10まで 

1,224 

11～30 133.35 

31～50 142.80 

51～100 153.30 

101以上 163.80 

臨時用  163.80 

 

 

 

○下水道使用料（税込み） 

・水道水のみ   （単位：㎥・円） 

基本料金 超過料金（1㎥につき） 

10まで 

1,260 

11～30 136.50 

31～50 147.00 

51～100 157.50 

101以上 168.00 

臨時用  168.00 

 

 

 

○下水道使用料（税込み） 

・水道水のみ   （単位：㎥・円） 

基本料金 超過料金（1㎥につき） 

10まで 

1,260 

11～30 136.50 

31～50 147.00 

51～100 157.50 

101以上 168.00 

臨時用  136.50 

 

 

 

○下水道使用料（税込み） 

・水道水のみ   （単位：㎥・円） 

基本料金 超過料金（1㎥につき） 

10まで 

1,260 

11～30 126.00 

31～50 136.50 

51～10
 147.00 

101以上 157.50 

臨時用  126.00 

 

 

 



 

 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

 

・井戸水の認定 （単位：人・㎥・円） 

人数 認定水量 使用料 

１ 10 1,323 

2 19 2,570 

3 25 3,402 

4 31 4,251 

5 36 5,033 

6 41 5,815 

7以降 １人につき5㎥加算 

 

・水道水と井戸水併用 

人数による認定水量と水道水の使用量

を比較して、多い方を汚水量とする。 

 

・収納事務は、水道事業へ委託。ただ

し井戸水使用料は当課で賦課 

 

・井戸水の認定 （単位：人・㎥・円） 

人数 認定水量 使用料 

１ 7 1,224 

2 14 1,757 

3 21 2,691 

4 28 3,624 

5 35 4,605 

6 42 5,604 

7以降 １人につき7㎥加算 

 

・水道水と井戸水併用 

水道水使用量に、井戸水の認定水量の 

１／２を加算した水量を汚水量とす

る。 

 

・収納事務は、水道事業へ委託。ただ

し井戸水使用料は当課で賦課 

 

・井戸水の認定 （単位：人・㎥・円） 

人数 認定水量 使用料 

１人あたり7㎥を認定 

 

 

 

 

 

 

 

・水道水と井戸水併用 

水道水使用量＋（世帯人数×7 ㎥×１

／２） 

 

 

・収納事務は、水道事業へ委託 

 

・井戸水の認定 （単位：人・㎥・円） 

人数 認定水量 使用料 

１ 11 1,396 

2 22 2,898 

3 33 4,431 

4 39 5,313 

5 45 6,195 

6 51 7,087 

7以降 １人につき6㎥加算 

 

・水道水と井戸水併用 

人数による認定水量を汚水量とする。 

 

 

 

・収納事務は、水道事業へ委託。ただ

し井戸水使用料は当課で賦課 

 

・井戸水の認定 （単位：人・㎥・円） 

人数 認定水量 使用料 

１ 11 1,380 

2 22 2,770 

3 33 4,180 

4 39 5,000 

5 45 5,820 

6 51 6,650 

7以降 １人につき6㎥加算 

 

・水道水と井戸水併用 

人数による認定水量と水道水の使用量

を比較して多い方を汚水量とする。 

 

 

・収納事務は、水道事業へ委託 

 



様式１                         栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２３ 上・下水道事業 関係項目 ６ 下水道受益者負担金等 

調整の方針 

・下水道受益者負担金等については、合併時は現行のとおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

・賦課対象区域の決定、徴収猶予及び減免基準については、現行のとおりとする。 

・納期については合併時までに再編し、平成２４年度から口座振替を実施する。 

・排水区域外接続の負担の額については、合併時は現行のとおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

・督促手数料については、栃木市の例により合併時に統合する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

○受益者の申告時期 

 前年度施工分について、毎年12月に申告を行い、受益者を決定 

○受益者の申告時期 

 毎年２月から３月に申告を行い、

受益者を決定 

申告時期が異なるため、合併時

は現行のとおりとし、栃木市の例

により合併後平成２４年１２月

までに統合する。 

栃 木 市 
西 方 町 

 

 

事業費に伴う負担金単価が異

なるため、合併時は現行のとおり

とし、合併後４年を目途に再編す

る。 

 

申告時期や負担金と関連する

ため、合併時は現行のとおりと

し、合併後４年を目途に再編す

る。 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○負担金の額 

 土地の面積に１㎡あたり３００円を

乗じた額 

 

 

○前期前納報奨金制度 

 納期前に納付した納期数に応じ、報

奨金を交付（１％～１０％） 

 

○負担金の額 

 土地の面積に１㎡あたり３３０円を

乗じた額 

 

 

○前期前納報奨金制度 

 納期前に納付した納期数に応じ、報

奨金を交付（１.５％～１５％） 

 

○負担金の額 

 土地の面積に１㎡あたり３５０円を

乗じた額 

 

 

○前期前納報奨金制度 

 納期前に納付した納期数に応じ、報

奨金を交付（１.５％～１５％） 

 

○負担金の額 

 土地の面積に１㎡あたり３００円を

乗じた額。市街化調整区域は、１排水

整備あたり４２５,０００円 

 

○前期前納報奨金制度 

 納期前に納付した納期数に応じ、報

奨金を交付（１％～１０％） 

 

○負担金の額 

 土地の面積に１㎡あたり３００

円を乗じた額 

 

 

○前期前納報奨金制度 

 納期前に納付した納期数に応じ、

報奨金を交付（１％～１０％） 

 

栃 木 市 西 方 町  

 

現行のとおりとする。 

 

 

現行のとおりとする。 

 

 

 

 

○賦課対象区域の決定 

 毎年度当初（４月）に公告する。 

 

○徴収猶予 

・農地、山林等  

・裁判上の係争地 

・災害等により損害のあった受益者 

・その他特別の理由により徴収猶予の必要があると認められる受益者 

・生活困窮のため市民税、固定資産税の減免を受けている受益者 等 

 

○賦課対象区域の決定 

 毎年度当初（４月）に公告する。 

 

○徴収猶予 

・農地、山林等  

・裁判上の係争地 

・災害等により損害のあった受益者 

・その他特別の理由により徴収猶予

の必要があると認められる受益者 

・生活困窮のため町民税、固定資産

税の減免を受けている受益者 等 



 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

○減免基準 

・国又は地方公共団体が公用に供し、又は供することを予定している土地に係る受益者 

・国又は地方公共団体がその企業の用に供している土地に係る受益者 

・国又は地方公共団体が公共の用に供することを予定している土地に係る受益者 

・生活保護法による生活の扶助を受けている受益者、その他これに準ずる特別の事情があると認められる受益者 

・事業のため、土地、物件、労力又は金銭を提供した受益者 

・前各号に掲げる受益者のほか、その状況により特に負担金を減免する必要があると認められる土地に係る受益者 

 

○減免基準 

・国又は地方公共団体が公用に供し、

又は供することを予定している土地

に係る受益者 

・国又は地方公共団体がその企業の用

に供している土地に係る受益者 

・国又は地方公共団体が公共の用に供

することを予定している土地に係る

受益者 

・生活保護法による生活の扶助を受け

ている受益者、その他これに準ずる特

別の事情があると認められる受益者 

・事業のため、土地、物件、労力又は

金銭を提供した受益者 

・前各号に掲げる受益者のほか、その

状況により特に負担金を減免する必

要があると認められる土地に係る受

益者 

 

現行のとおりとする。 

 

 

 

 

栃 木 市 
西 方 町 

 

 

合併時までに再編する。 

第１期  ６月１日～６月30日 

第２期  ８月１日～８月31日 

第３期 10月１日～10月31日 

第４期 12月１日～12月31日 

 

手続きが必要となるので、合併

時は現行のとおりとし、平成２４

度から実施する。 

 

負担金単価が異なるため、合併

時は現行のとおりとし、合併後４

年を目途に再編する。 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○納期 

第1期 ６月１日～６月30日 

第2期 ８月１日～８月31日 

第3期 10月１日～10月31日 

第4期 翌年１月１日～１月31日 

 

○口座振替 

 実施している。 

 

 

○排水区域外接続の負担の額 

 負担金相当額として、土地の面積に

１㎡あたり３００円を乗じた額。 

 

○納期 

第1期 ６月１日～６月30日 

第2期 ８月１日～８月31日 

第3期 10月１日～10月31日 

第4期 12月１日～12月28日 

 

○口座振替 

 未実施 

 

 

○排水区域外接続の負担の額 

 該当なし 

 

 

○納期 

第1期 ６月１日～６月30日 

第2期 ８月１日～８月31日 

第3期 10月１日～10月31日 

第4期 12月１日～12月25日 

 

○口座振替 

 実施している。 

 

 

○排水区域外接続の負担の額 

土地の面積に１㎡あたり３５０円を

乗じた額 

 

○納期 

第1期 ６月１日～６月30日 

第2期 ８月１日～８月31日 

第3期 10月１日～10月31日 

第4期 翌年１月１日～１月31日 

 

○口座振替 

 未実施 

 

 

○排水区域外接続の負担の額 

１排水整備あたり４２５,０００円 

 

 

○納期 

第1期 ５月１日～５月30日 

第2期 ８月１日～８月31日 

第3期 11月１日～11月31日 

第4期 翌年２月１日～２月末日 

 

○口座振替 

 未実施 

 

 

○排水区域外接続の負担の額 

 土地の面積に１㎡あたり３００円

を乗じた額 

 

栃 木 市 西 方 町 合併時に栃木市の例により統

合する。 

ただし、平成２３年度の西方町

においては、運用により督促手数

料を徴収しない。 

○督促手数料１００円 ○督促手数料 無料 

 



様式１                         栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２３ 上・下水道事業 関係項目 ７ 排水設備工事等手数料（農業集落排水事業） 

調整の方針 農業集落排水事業の排水設備工事等手数料については、現行のとおりとする。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

○排水設備工事等の手数料 

①計画確認手数料(1,000円) 

 ②検査手数料(1,000円) 

 ③排水設備指定工事店登録手数料 

           （10,000円） 

○排水設備工事等の手数料 

①計画確認手数料(1,000円) 

 ②検査手数料(1,000円) 

 ③排水設備指定工事店登録手数料 

           （10,000円） 

 

 現行のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式１                         栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２３ 上・下水道事業 関係項目 ８ 農業集落排水施設使用料 

調整の方針 農業集落排水施設使用料については、合併時は現行のとおりとし、合併後４年を目途に再編する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般用 月施設使用料 

（税込み：20㎥/月・円） 

基本料金10㎥まで 1,224 

11㎥～20㎥ 1,333 

合     計 2,557 

○認定及び併用 月施設使用料 

      （税込み：人・㎥・円） 

人数 認定水量 使用料 

3 21 2,691 

4 28 3,624 
 

 

 

 

 

 

○一般用月施設使用料 

           （税込み：人・円） 

人数 基本料金 人員割 使用料 

3 2,835 1,575 4,410 

4 2,835 2,100 4,935 
 

○該当なし 

 

 

○一般用 月平均施設使用料 

      （税込み：20㎥/月・円） 

基本料金10㎥まで 1,260 

11㎥～20㎥ 1,260 

合     計 2,520 

○認定及び併用 月施設使用料 

      （税込み：人・㎥・円） 

人数 認定水量 使用料 

3 33 4,180 

4 39 5,000 
 

料金体系が異なるため、合併時

は現行のとおりとし、合併後４年

を目途に料金体系を再編する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○該当なし ○農業集落排水施設使用料（税込み） 

・一般用    （単位：㎥・円） 

基本料金 超過料金（1㎥につき） 

10まで 

1,224 

11～30 133.35 

31～50 142.80 

51～100 153.30 

101以上 163.80 

臨時用  163.80 

 

・認定 

一般家庭は、一人１月７㎥×世帯人数

を汚水量として認定する。 

事業所等は、水道水のみを使用の場合

は、水道使用水量とし、井戸水使用の

場合は、当課で検針賦課 

 

・収納事務は、上下水道課 

○農業集落排水施設使用料（税込み） 

・一般用 

１世帯料金の計算方法は、基本料金

と人員割料金を加算する。 

基本料金：1世帯当り月額2,835円 

人員割料金：1人当り月額525円 

・店舗、事業所 

基本料金：1軒当り月額2,835円 

人員割料金：人数（下記種別により

算定）×525円 

 飲食店 

   人数＝店舗床面積（㎡）×0.2 

 事務所 人数＝従業員等（人）×0.3 

 工場  人数＝従業員等（人）×0.3 

 学習塾 人数＝生徒数（人）×0.2 

 公衆便所 人数＝便器数（個）×0.2 

 その他の店舗 

   人数＝店舗床面積（㎡）×0.075 

 集会所 人数＝床面積（㎡）×0.02    

・収納事務は、上下水道課 

○該当なし ○農業集落排水施設使用料（税込み） 

・水道水のみ      （単位：㎥・円） 

基本料金 超過料金（1㎥につき） 

10まで 

１,260 

11～30 126.00 

31～50 136.50 

51～100 147.00 

101以上 157.50 

臨時用  126.00 

・井戸水の認定 （単位：人・㎥・円） 

人数 認定水量 使用料 

１ 11 1,380 

2 22 2,770 

3 33 4,180 

4 39 5,000 

５以降 １人につき6㎥加算 

・水道水と井戸水併用 

人数による認定水量と水道水の使用

量を比較して多い方を汚水量とする。 

・収納事務は、水道事業へ委託 



様式１                         栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

  

合併協定項目 ２５－２３ 上・下水道事業 関係項目 ９ 農業集落排水事業受益者分担金等 

調整の方針 農業集落排水事業受益者分担金制度については、栃木市の例により合併時に統合する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○該当なし 

 

 

○受益者分担金額 

・下皆川地区    ２５０,７２８円 

・みずほ西地区  ２０３,４２５円 

○受益者分担金額 

・巴波川南部地区 ２５６，６００円 

 

○受益者分担金額 

・富張地区   ４１０，０００円 

 

○受益者分担金額 

・西方西部地区  ３３０,０００円 

・本郷金井地区  ４００,０００円 

 

現行のとおりとする。 

 

栃 木 市 西 方 町  

 

栃木市の例により合併時に統

合する。 

 

○受益者の申告時期 

 市長が定める日まで。 

 

○分担金の額 

 当該事業費の５％以内で、受益者の総数で除した額。 

 

 

○分担金の徴収時期 

 当該年度の事業が完了した翌年度。 

 

○納期  年１回 ７月３１日  

 ただし、新たに受益者と決定された者は、決定の日の翌月の末日。 

 

 

○前納報奨金制度  なし 

 

○徴収猶予・減免等 

・天災地変その他特別な事由があると認めるときは、減額もしくは免除、または徴収を猶予することができる。 

・減免対象は、国又は地方公共団体が公用に供し、又は供することを予定している土地に係る受益者等 

 

 

 

○脱退 

 既納の分担金については還付しない。 

○受益者の申告時期 

 町長が定める日まで。 

 

○負担金の額 

 該当地区の分担金額（当該事業費の

１０％以内で町長が定める） 

 

○分担金の徴収時期 

 事業完了年度。 

 

○納期  ３月３１日 

ただし、新たに受益者になる者は、

加入認定後１ヶ月以内 

 

○前納報奨金制度  なし 

 

○徴収猶予・減免等 

・天災地変その他の特別な理由がある

と認められる場合において、町長が必

要と認めるときは、分担金を減免し又

はその徴収を延期することができる。 

 

○脱退 

 既納の分担金については返却しな

い。 



協議第５０号 

 

 合併協定項目２５－２４  市町立学校の通学区域、学校名について 

 

 

 市町立学校の通学区域、学校名について、協議を求める。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

                   栃木市・西方町合併協議会 

                   会 長  鈴 木 俊 美 

  

項  目 合併協定項目２５－２４ 市町立学校の通学区域、学校名 

調整方針 

１ 通学区域については、原則現行の区域とする。ただし、

市町境の地域や児童・生徒数の動向を踏まえ、新市にお

いて弾力的に対応する。 

２ 学校名については、合併時までに教育委員会間で協議

する。 

 

 平成  年  月  日（確認・継続協議） 



 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２４ 市町立学校の通学区域、学校名 関係項目 １ 通学区域 

調整の方針 

通学区域については、原則現行の区域とする。ただし、市町境の地域や児童・生徒数の動向を踏まえ、新市において弾力的に対応す

る。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

○栃木市立小学校通学区域及び栃木市立中学校通学区域を定める告示 

●栃木市立栃木中央小学校通学区域 

万町、倭町、旭町４～７番、旭町13～15番、旭町16番の内１～11号．29～37号、旭町22番の内１～10号．31～34号、旭町23～25番、旭町

26番の内１～16号．18号．19号．21～31号．33～40号、旭町28番の内１～４号．14～16号、旭町29番の内１号．７号．13号．19号．20号、

室町、本町17番の内９号の一部．10～26号．27号の一部、本町18番、日ノ出町、河合町、湊町、富士見町、境町、薗部町１丁目18番、薗部町

１丁目20番、入舟町、祝町、柳橋町、箱森町１～17番、箱森町19番、箱森町20番の内12～44号、箱森町21～25番、箱森町26番の内10～55

号、箱森町39番の内７～67号（16号の一部を除く。）、錦町 

●栃木市立栃木第三小学校通学区域 

 箱森町18番、箱森町20番の内１～11号．45～74号、箱森町26番の内１～９号．56～71号、箱森町27～38番、箱森町39番の内１～６号．

16号の一部．68～79号、箱森町40～53番、小平町、嘉右衛門町、泉町、大町、昭和町、平柳町１丁目 

●栃木市立栃木第四小学校通学区域 

 旭町１～３番、旭町８～12番、旭町16番の内12～28号、旭町17～21番、旭町22番の内11～30号、旭町26番の内17号．20号．32号、旭

町27番、旭町28番の内５～13号、旭町29番の内２～６号．８～12号．14～18号、城内町１丁目、城内町２丁目５～25番、城内町２丁目36～

43番、神田町、本町１～16番、本町17番の内１～９号（９号の一部を除く。）．27～53号（27号の一部を除く。） 

●栃木市立栃木第五小学校通学区域 

 片柳町１丁目、片柳町２丁目、片柳町３丁目、片柳町４丁目、片柳町５丁目、平井町、薗部町１丁目１～17番、薗部町１丁目19番、薗部町２

丁目、薗部町３丁目、薗部町４丁目 

●栃木市立南小学校通学区域 

 沼和田町、城内町２丁目１～４番、城内町２丁目26～35番、城内町２丁目44～62番 

●栃木市立大宮南小学校通学区域 

 大宮町の一部（953～991番地）、仲仕上町、藤田町、久保田町、宮田町、高谷町、樋ノ口町 

 

西方町立西方小学校通学区域 

 大字金崎、本城、元、金井、本郷 

 

西方町立真名子小学校通学区域 

 大字真名子 

 

西方町立西方中学校通学区域 

 西方町全域 

通学区域については、

原則現行の区域とする。

ただし、市町境の地域や

児童・生徒数の動向を踏

まえ、新市において弾力

的に対応する。 



 
●栃木市立大宮北小学校通学区域 

 大宮町（953～991番地を除く。）、平柳町２丁目、平柳町３丁目、今泉町１丁目、今泉町２丁目、国府町122番地 

●栃木市立皆川城東小学校通学区域 

 皆川城内町、柏倉町、小野口町、志鳥町、岩出町、大皆川町、泉川町、新井町 

●栃木市立吹上小学校通学区域 

 吹上町（686 番地２、785～808 番地、833～849 番地、870～1142 番地２、1144～1209 番地、1212～1318 番地、1321～1323 番地、1325～1327

番地、1330番地、1331番地、1333番地、1347番地、1630～1638番地、1643番地を除く。）、細堀町、木野地町、川原田町、野中町（1210～1215

番地、1229～1304番地６を除く。） 

●栃木市立千塚小学校通学区域 

 吹上町の一部（686番地２、785～808番地、833～849番地、870～1142番地２、1144～1209番地、1212～1318番地、1321～1323番地、1325～

1327番地、1330番地、1331番地、1333番地、1347番地、1630～1638番地、1643番地）、野中町の一部（1210～1215番地、1229～1304番地６）、

宮町、千塚町、大森町、仲方町、梓町 

●栃木市立寺尾中央小学校通学区域 

 梅沢町（１～93番地、122～218番地、298番地を除く。）、大久保町、鍋山町、星野町、出流町 

●栃木市立寺尾南小学校通学区域 

 尻内町、梅沢町の一部（１～93番地、122～218番地、298番地） 

●栃木市立国府南小学校通学区域 

 大光寺町、田村町、寄居町、国府町の一部（122番地、656～1046番地） 

●栃木市立国府北小学校通学区域 

 惣社町、柳原町、国府町（122番地、656～1046番地を除く）、大塚町 

●栃木市立栃木東中学校通学区域 

 万町２～31番、倭町14番、本町17番の内９号の一部、10～26号、27号の一部、日ノ出町、入舟町、箱森町18番、箱森町20番の内１～11

号、45～74号、箱森町26番の内１～９号、56～71号、箱森町27～38番、箱森町39番の内１～６号、68～79号、箱森町40～53番、小平町、錦

町、嘉右衛門町、泉町、大町、昭和町、平柳町１丁目 

●栃木市立栃木西中学校通学区域 

 河合町、片柳町１丁目、片柳町２丁目、片柳町３丁目、片柳町４丁目、片柳町５丁目、湊町、富士見町、境町、平井町、薗部町１丁目、薗部町

２丁目、薗部町３丁目、薗部町４丁目、祝町、柳橋町、箱森町１～17番、箱森町19番、箱森町20番の内12～44号、箱森町21～25番、箱森町

26番の内10～55号、箱森町39番の内７～67号 

●栃木市立栃木南中学校通学区域 

 万町１番、倭町１～13番、旭町、室町、城内町１丁目、城内町２丁目、神田町、本町１～16番、本町17番の内１～９号（９号の一部を除く。）、

27～53号（27号の一部を除く。）、沼和田町 

●栃木市立東陽中学校通学区域 



 
 大宮町、平柳町２丁目、平柳町３丁目、今泉町１丁目、今泉町２丁目、仲仕上町、藤田町、久保田町、宮田町、高谷町、樋ノ口町、惣社町、柳

原町、大光寺町、寄居町、国府町、大塚町 

●栃木市立皆川中学校通学区域 

 皆川城内町、柏倉町、小野口町、志鳥町、岩出町、大皆川町、泉川町、新井町 

●栃木市立吹上中学校通学区域 

 吹上町、細堀町、木野地町、川原田町、野中町、宮町、千塚町、大森町、仲方町、梓町 

●栃木市立寺尾中学校通学区域 

 尻内町、梅沢町、大久保町、鍋山町、星野町、出流町 

 

●栃木市立大平東小学校通学区域（自治会名） 

横堀、牛久、上牛久、川連、土与、蔵井、真弓東、真弓中、真弓西、真弓南、下高島、上高島、北武井、中央町第２ 

●栃木市立大平南小学校通学区域（自治会名） 

 榎本荒町、榎本上下、榎本旭、西水代上第１、西水代上第２、西水代上第３、西水代下、西水代瓜畑、伯仲北、伯仲南、伯仲西 

●栃木市立大平西小学校通学区域（自治会名） 

 富田第１、富田第２、富田第３、富田第４、富田第６、富田第７、西山田第１、西山田第２、西山田第３、下皆川第１、下皆川第２、中央町第

１ 

●栃木市立大平中央小学校通学区域（自治会名） 

 新第１、新第２、新第３、新第４、西野田第１、西野田第２、富田第５、富田第８、日立 

●栃木市立大平中学校通学区域 

 横堀、牛久、上牛久、川連、土与、蔵井、真弓東、真弓中、真弓西、真弓南、下高島、上高島、北武井、中央町第２、富田第１、富田第２、富

田第３、富田第４、富田第６、富田第７、西山田第１、西山田第２、西山田第３、下皆川第１、下皆川第２、中央町第１ 

●栃木市立大平南中学校通学区域 

 榎本荒町、榎本上下、榎本旭、西水代上第１、西水代上第２、西水代上第３、西水代下、西水代瓜畑、伯仲北、伯仲南、伯仲西、新第１、新

第２、新第３、新第４、西野田第１、西野田第２、富田第５、富田第８、日立 

 

●栃木市立藤岡小学校通学区域 

藤岡町藤岡（向山自治会を除く。）、藤岡町内野（藤岡町下宮を除く。） 

●栃木市立部屋小学校通学区域 

藤岡町部屋、藤岡町新波、藤岡町石川、藤岡町帯刀、藤岡町緑川、藤岡町西前原、藤岡町蛭沼、藤岡町富吉、藤岡町中根 

●栃木市立赤麻小学校通学区域 

藤岡町赤麻、藤岡町大前、藤岡町藤岡の一部（向山自治会） 

●栃木市立三鴨小学校通学区域 



 
藤岡町甲、藤岡町都賀、藤岡町大田和、藤岡町太田 

●栃木市立藤岡第一中学校通学区域 

藤岡町藤岡、藤岡町内野、藤岡町赤麻、藤岡町大前、藤岡町甲、藤岡町都賀、藤岡町大田和、藤岡町太田（藤岡町下宮を除く） 

●栃木市立藤岡第二中学校通学区域 

藤岡町部屋、藤岡町新波、藤岡町石川、藤岡町帯刀、藤岡町緑川、藤岡町西前原、藤岡町蛭沼、藤岡町富吉、藤岡町中根 

●栃木市立合戦場小学校通学区域 

 都賀町合戦場（字並塚947番地１～３を除く。）、都賀町平川（字上河原560番地１～３．５～11、字上河原789番地１～15．17～36、字上河原

790番地２～３、字上河原790番地５～14．16～24．27～37を除く。）、都賀町升塚、都賀町家中の一部（字三ツ塚1881番地１、字瀞川、字宝殿、

字念仏塚、字屋冶毛、字行人塚） 

●栃木市立家中小学校通学区域 

 都賀町家中（字三ツ塚1881番地１、字瀞川、字宝殿、字念仏塚、字屋冶毛、字行人塚、字十三本6364番地、字十三本6366番地３、字蛭田、

字永代6621番地１、字永代6621番地３、字永代6622番地１～２、字永代6623番地１～２を除く。）、都賀町平川の一部（字上河原560番地１～

３．５～11、字上河原789番地１～15．17～36、字上河原790番地２～３．５～14、字上河原790番地16～24．27～37）、都賀町原宿の一部（字

神明646番地４、字五反畑654番地１、字五反畑654番地４、字五反畑689番地１、字五反畑694番地８、字柳葉、字二本杉、字台） 

●栃木市立赤津小学校通学区域 

 都賀町原宿（字神明646番地４、字五反畑654番地１、字五反畑654番地４、字五反畑689番地１、字五反畑694番地８、字柳葉、字二本杉、

字台を除く。）、都賀町木、都賀町臼久保、都賀町大橋、都賀町富張、都賀町深沢、都賀町大柿、都賀町家中の一部（字十三本6364番地、字十三

本6366番地３、字蛭田、字永代6621番地１、字永代6621番地３、字永代6622番地１～２、字永代6623番地１～２） 

●栃木市立都賀中学校通学区域 

 都賀町全域 

 



 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２４ 市町立学校の通学区域、学校名 関係項目 ２ 学校名 

調整の方針 学校名については、合併時までに教育委員会間で協議する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

○栃木市立学校設置条例 

栃木市立栃木中央小学校、栃木市立栃木第三小学校、栃木市立栃木第四小学校、栃木市立栃木第五小学校、栃木市立南小学校、栃木市立大宮南小

学校、栃木市立大宮北小学校、栃木市立皆川城東小学校、栃木市立吹上小学校、栃木市立千塚小学校、栃木市立寺尾中央小学校、栃木市立寺尾南

小学校、栃木市立国府南小学校、栃木市立国府北小学校、 

 

栃木市立栃木東中学校、栃木市立栃木西中学校、栃木市立栃木南中学校、栃木市立東陽中学校、栃木市立皆川中学校、栃木市立吹上中学校、栃木

市立寺尾中学校 

 

栃木市立大平東小学校、栃木市立大平南小学校、栃木市立大平西小学校、栃木市立大平中央小学校 

栃木市立大平中学校、栃木市立大平南中学校 

 

栃木市立部屋小学校、栃木市立藤岡小学校、栃木市立赤麻小学校、栃木市立三鴨小学校 

栃木市立藤岡第一中学校、栃木市立藤岡第二中学校 

 

栃木市立合戦場小学校、栃木市立家中小学校、栃木市立赤津小学校 

栃木市立都賀中学校 

 

○西方町立学校の設置に関する条例 

西方町立西方小学校 

西方町立真名子小学校 

 

西方町立西方中学校 

 

 

学校名については、合

併時までに教育委員会間

で協議する。 

 



協議第５１号 

 

 合併協定項目２５－２５  学校教育事業について 

 

 

 学校教育事業について、協議を求める。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

                    栃木市・西方町合併協議会 

                    会 長  鈴 木 俊 美 

  

項  目 合併協定項目２５－２５ 学校教育事業 

調整方針 

１ ・ 奨学金制度については、合併時は現行のとおり

とし、平成２３年度中に栃木市の例により統合

する。 

・ 入学資金融資事業については、合併時は現行の

とおりとし、平成２３年度中に栃木市の例によ

り統合する。 

・ 入学資金融資利子補給補助金については、合併

時は現行のとおりとし、平成２３年度中に栃木

市の例により統合する。 

２ 外国語指導助手については、栃木市の例により合

併時に統合する。 

３ 国際理解教育については、合併時は現行のとおり

とし、合併後に再編する。 



４ 学校支援員については、栃木市の例により合併時

に統合する。 

５ 学校給食については、合併時は現行のとおりとし、

合併後に再編する。  

 

 平成  年  月  日（確認・継続協議） 



様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２５ 学校教育事業 関係項目 １ 奨学金制度 

調整の方針 

・奨学金制度については、合併時は現行のとおりとし、平成２３年度中に栃木市の例により統合する。 

・入学資金融資事業については、合併時は現行のとおりとし、平成２３年度中に栃木市の例により統合する。 

・入学資金融資利子補給補助金については、合併時は現行のとおりとし、平成２３年度中に栃木市の例により統合する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

奨学金貸付事業 

・対象者 

 扶養者が市内に６カ月以上住所を有する方、経済的理由により、修学困難な方、高等学

校、専修学校高等課程・専門課程、短期大学、大学に入学する方、在学中の方、他の奨学

金貸付又は給与を受けていない方 

・貸付月額 

 高等学校・専修学校高等課程 

           １２，０００円 

  専修学校専門課程・短期大学・大学 

   自宅通学    ２５，０００円 

   自宅外通学   ３０，０００円 

・貸付 年２回 

 ６月下旬(４月～９月分) 

９月下旬 (１０月～３月分) 

・募集 年２回(春、秋) 

 (春)１１月中旬～２月上旬、(秋)６月中旬～７月中旬 

・栃木市奨学金基金条例、栃木市奨学金貸付条例、栃木市奨学金貸付条例施行規則による。 

奨学金貸付事業 

・対象者 

 保護者が本町に６ヶ月以上住所を有する方、経済的理由により、修学困難な方、高等学

校、高等専門学校、短期大学、大学又は専修学校に在学中の方、入学する方、修学の意欲

があり、かつ、品行方正である方、確実な連帯保証人を付することができる方 

・貸付月額 

 高等学校・専修学校高等課程  １０，０００円 

  高等専門学校         １５，０００円 

  短期大学、大学又は専修学校専門課程 

           ３０，０００円 

・貸付 

毎年６月、９月、１２月及び３月の四半期の期末に交付 

後期入学者は、初年度のみ 

１２月 

・募集 年２回（春、秋） 

(春)３～４月 

(秋)９月 

・西方町奨学金貸付条例、西方町奨学金貸付規則による。 

奨学金制度については、

合併時は、現行のとおりと

し、平成24年度から栃木市

の例を適用できるよう調整

を図る。ただし、合併前の

貸付については、現行のと

おり新市に引き継ぐ。 



 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

入学資金融資 

・対象者 

 私立高等学校、私立短期大学、私立大学に入学される方の保護者又はこれに代わる方、市

内に１年以上居住、市税を完納されている方 

・融資額 

  私立高等学校 

  ２０万円を限度 

  私立短期大学・私立大学 

       １００万円を限度 

・募集期間  １１月上旬～３月上旬 

・斡旋金融機関 

 足利銀行栃木支店 

・金利 

 年２．８％   

 

入学資金融資利子補給補助金 

 保護者の負担軽減を図るため、金利のうち２％分を補助する。（H２１年度１０名） 

・栃木市入学資金融資規則、栃木市入学資金利子補給金交付要綱による。 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当なし 

入学資金融資事業につい

ては、合併時は、現行のと

おりとし、平成24年度から

栃木市の例を適用できるよ

う調整を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入学資金融資利子補給補

助金については、合併時は、

現行のとおりとし、平成24

年度から栃木市の例を適用

できるよう調整を図る。 

 



 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２５ 学校教育事業 関係項目 ２ 外国語指導助手派遣事業 

調整の方針 外国語指導助手については、栃木市の例により合併時に統合する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

１．事業の内容 

 ①中学校 

  外国語の授業において、教科担任とのＴＴ（ティームティーチング）による授業を行う。 

 ②小学校 

 外国語活動の時間や総合的な学習の時間において、学級担任とのＴＴ（ティームティー

チング）による授業を行う。 

 

 

２．ＡＬＴについて 

 ①人数･･･１５名（ＪＥＴ3名、市単1名、委託11名） 

 ②国籍･･･（アメリカ、フィリピン、カナダ、イギリス、イタリア、オーストラリア） 

 

３．訪問について 

市内37小中学校を15名の外国語指導助手が分担（小学校担当9名、中学校担当6名）し、

訪問している。 

①訪問日数･･･199日（年間） 

②授 業 数･･･760時間（年間） 

        1日平均4時間 

１．事業の内容 

 ①中学校 

  外国語の授業において、ＡＬＴと教科担任とのＴＴによる授業を行う。 

 ②小学校 

 主に英語活動、総合的な学習の時間において、ＡＬＴと学級担任、日本人英語指導助手

とのＴＴによる授業を行う。 

 

 

２．ＡＬＴについて 

 ①人数･･･１人（ＪＥＴ１名） 

 ②国籍･･･（米国） 

 

３．訪問について 

西方中をベースとし、 

月、火、木…西方中勤務 

金…２小学校を隔週訪問 

水…隔週で認定こども園の年長組（約40分）指導 

※ 週35時間勤務。学校訪問のある日は8時間勤務とし、訪問のない日に半日勤務とする

などその週で調整する。 

栃木市の例により

合併時に統合する。合

併後も栃木市の制度

として引き続き配置

する。 



 

 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２５ 学校教育事業 関係項目 ３ 国際理解教育 

調整の方針 国際理解教育については、合併時は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

現         況 
具体的な調整 

内容 
栃 木 市 

西 方 町 
旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

１．事業の内容 

・小中学生の英語によるコミュニ

ケーション能力やその素地を養う

ことを目的に次の事業を実施して

いる。 

 ①イングリッシュキャンプ 

  小学校５,６年生（約30名） 

１泊２日の宿泊体験型英語キ

ャンプを実施する。 

 ②イングリッシュセミナー 

 中学生（約30名） 

2 泊 3日の宿泊体験型英語セ

ミナーを実施する。 

 

・金華市小学生との交流 

 ①金華市小学生学校訪問の受入 

  Ｈ22 … 1校（栃三小） 

 

 ②小学校間の作品交流 

  Ｈ22 … 絵画、書道、工作

等の作品交流（予定）  

１．事業の内容 

・外国の文化・歴史・風土等に接し、 

交流やホームスティ等を通し相互

理解を深め、次代を担う子ども達を

育成するため、中学校（希望者）１

０人を８月下旬の１０日間オース

トラリアへ派遣する事業。 

 事前研修あり 

市国際交流協会共催（大平総合支所 

地域振興課所管） 

 

１．事業の内容 

 訪問国の歴史、文化、自然に直接

触れるとともに、人々とのふれあい

(交流)の中で、自立心を養いながら

相互理解を深め、多様化する国際化

時代に対応できる人材育成を図り、

本町の国際交流学習を推進する。ま

た、郷土意識を醸成し、国際交流に

よるまちづくりの活性化を図るた

め、訪問国において、栃木市の魅力

を積極的にＰＲする「観光特使」と

して、藤岡地区在住の中学２年生を

海外に派遣する。 

平成２２年度 

・派遣先 オーストラリア ケアン

ズ市 

・派遣期間 平成２２年８月１６日

（月）～８月２２日

（日）７日間       

・募集人数 藤岡町に在住する中学

2年生16名 

１．事業の内容 

・次代を担う本町中学生を海外に派

遣し、ホームステイや現地青尐年と

の交流を通して豊かな国際感覚を

養い、世界の平和と友好のために貢

献できる人間の育成を図るため下

記の事業を実施。 

①派遣事業 

・都賀地区中学生国際交流事業実施

委員会が実施要領・募集要領を策定

し、応募者の中から派遣者12 名を

決定し。事前研修を重ね8月17日

から10 日間ｵｰｽﾄﾗﾘｱ国ﾀｽﾏﾆｱ州ﾛﾝｾｽ

ﾄﾝ市に派遣する。帰国後も報告書作

成や帰国報告会で事後研修を行う。 

②受入事業 

・派遣先のﾌﾟﾛｽﾍﾟｸﾄﾊｲｽｸｰﾙの中学生

を都賀町に招待し、小中学校での教

育・文化交流を通して、児童生徒の

国際感覚を養い、世界の平和と友好

のために貢献できる人間の育成を

１． 事業の内容 

将来の本町を担う中学生を海外

に派遣し、ホームステイや学校訪

問等を通じて、その国の歴史、文

化、風俗、習慣に直接触れる体験

をすることにより、外国の人々の

「ものの見方・考え方を理解する

とともに、自立心を養いながら友

情を深め、真の国際人としての資

質を身につけた中学生の育成を目

的とする。 

 

＜派遣事業内容＞ 

・派遣先 オーストラリア ブリ

スベン市（毎年同じﾌﾟﾗ

ｲﾏﾘ‐ｽｸｰﾙを学校訪問） 

・派遣期間 8月16日～8月25日 

     （10 日間）出発日は毎

年16日で固定 

・募集人数 西方町（主に西方中） 

      に在住する中学 2 年

各地区、市町におい

て、実施状況等に差異が

あるが、これまでの取り

組みを尊重し、合併時は

現行のとおり実施する。 

なお、合併後に各事業

のあり方について速や

かに検討する。 



 

 

 （１）事前研修 

①事業目的の理解(観光特使の

役割、ホームステイの意義

等) 

②訪問国の理解（歴史・文化・

自然・習慣等） 

③英会話の学習、観光資料(栃

木市のＰＲ)作成 

④渡航や海外生活での諸注意 

（２）現地研修 

①ホームステイ(観光特使活動

を含む) 

②学校訪問(観光特使活動を含

む) 

③歴史・文化・自然等の体験及

び見学  

（３）事後研修 

①帰国報告会への参加 

②報告書(体験文集等)の作成  

図る 生 

      15名 

・事前研修 4月～７月まで計6回 

・現地研修 ホームステイ 

      学校訪問 

 

・生徒負担金…１５万円 

・その他…株式会社ＩＳＡにコー

ディネートを依頼

し、事前研修から引

率まで関わってもら

っている。 



 

 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２５ 学校教育事業 関係項目 ４ 特別支援教育 

調整の方針 学校支援員については、栃木市の例により合併時に統合する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西方町 

１．事業の内容 

 学校生活等において支援を必要とする児童生徒に対して支援を行う特別支援教育支援員

及び教科指導者不足や複式学級解消のための学力向上支援員を各小中学校に配置する。 

 

２．配置内容 

 ①特別支援教育支援員･･･５４名 

 ②学力向上支援員･･･６名 

 

３．勤務条件等 

 ①特別支援教育支援員 

・年200日以内勤務 

 （1日7時間勤務） 

・日給９，１００円（時給１，３００円） 

 ②学力向上支援員 

  ・1年間常勤 

  ・1日7時間45分勤務 

  ・月額１８３，０００円 

１． 事業の内容 

 特別な教育的支援を要する児童生徒の在籍する学校の通常学級又は特別支援学級の

支援を行うため、｢西方町立小中学校非常勤講師｣を配する。 

 

２． 配置内容 

① 町非常勤講師…1名 

 

３． 勤務条件等 

① 町非常勤講師 

・年間210日×1日7時間＝年間総1,470時間勤務 

・時給1,250円 

栃木市の例により合併時

に統合する。合併後も栃木

市の制度として引き続き配

置する。 



 

 

様式１                   栃木市・西方町合併協議会の調整内容  

合併協定項目 ２５－２５ 学校教育事業 関係項目 ５ 学校給食 

調整の方針 学校給食については、合併時は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

１．内容 

 ①給食費 

  ・小学校 4,100 円／月 

・中学校 4,900 円／月 

 

 ②方式 

親子方式  …9施設 

自校方式  …1施設 

調理業務 …直営5施設、 

委託 5施設 

配送業務  …委託 

米  飯  …委託方式 

 

 

 

 ③会計･･･公会計 

保護者から徴収した給食

費を賄い材料費に充ててい

る。 

 

 ④集金 

  学校で集金した給食費を

市の指定金融機関に入金し

てもらう。 

１．内容 

 ①給食費 

  ・小学校 4,300 円／月 

・中学校 5,100 円／月 

 

 ②方式 

  センター方式 

 

調理配送業務…委託方式 

 

 

米  飯  …委託方式 

 

 

 

 ③会計･･･公会計 

   保護者から徴収した給食

費を賄い材料費に充ててい

る。 

 

④集金 

学校で集金した給食費を

市の指定金融機関に入金し

てもらう。 

１．内容 

 ①給食費 

  ・小学校 4,200 円／月 

・中学校 5,100 円／月 

 

 ②方式 

  センター方式 

 

  調理業務  …直営 

 

  配送業務  …直営 

米  飯  …委託方式 

 

 

 

③会計･･･公会計 

保護者から徴収した給食

費を賄い材料費に充ててい

る。 

 

 ④集金 

  学校で集金した給食費を

市の指定金融機関口座に入

金してもらう。 

１．内容 

 ①給食費 

  ・小学校 4,200 円／月 

・中学校 5,000 円／月 

 

 ②方式 

  センター方式 

 

  調理業務…委託 

 

  配送業務…委託 

米  飯…委託方式 

 

 

 

③会計･･･公会計 

保護者から徴収した給食

費を賄い材料費に充ててい

る。 

 

 ④集金 

  納入義務者の指定する市

指定金融機関及び収納代理

金融機関の預金口座から振

替納入する。 

１．内容 

①給食費 

  ・小学校 4,300 円／月 

・中学校 4,950 円／月 

 

②方式 

全校（２小学校、１中学

校）とも自校方式（全校に

調理場あり） 

 調理業務…直営２施設 

      委託１施設 

※ Ｈ２２…西方小敷地内に

共同調理場建設予定 

※ Ｈ２３より親子方式に移

行予定 

③会計･･･私会計 

保護者から徴収した給食

費を賄い材料費に充ててい

る。 

 

 ④集金 

  徴収から会計まで全て学

校で行っている。 

各地区、市町の給食費

負担金、会計方式、徴収

方法、調理配達業務方式

等に差異があるため、合

併時は現行のとおりと

し、平成 24 年度から栃

木市の例により統合で

きるよう調整する。 

 



協議第５２号 

 

 合併協定項目２５－２６  文化振興事業について 

 

 

 文化振興事業について、協議を求める。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

                    栃木市・西方町合併協議会 

                    会 長  鈴 木 俊 美 

 

項  目 合併協定項目２５－２６ 文化振興事業 

調整方針 

１ 文化祭については、現行のとおり各地区分散開催

とする。 

２ 市町指定文化財に関することについて、文化財の指

定は栃木市の例により合併時に統合する。また、現在

の指定文化財は現行のとおり引継ぎ、維持管理は栃木

市の例により合併時に統合する。  

 

  平成  年  月  日（確認・継続協議） 



 
様式１                   栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２６ 文化振興事業 関係項目 １ 芸術文化 

調整の方針 文化祭については、現行のとおり各地区分散開催とする。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○文化祭 

・栃木市、教育委員会、文化

団体連絡協議会で共催 

・１０月から１１月にかけて

文化会館を中心に開催 

２７部門 

○文化祭 

・文化祭実行委員会が主催 

・１１月第 1 土・日に大平公

民館を中心に開催 展示部

門 芸能・演技部門 

○文化祭 

・栃木市、教育委員会、文化

団体連絡協議会で共催 

・１１月に文化会館を中心に

開催      ２１部門 

○文化祭 

・栃木市、教育委員会、文化

協会で共催 

・１０月から１１月にかけて

産業文化会館を中心に開催 

１９部門 

 

○文化祭（公民館祭） 

・西方町、教育委員会、文化

協会で共催 

・11 月第１土曜・日曜にかけ

て中央公民館を中心に開催 

３２部門 

 

文化祭については、こ

れまでの各地域の伝統

を踏まえ、地域文化の振

興を図るため、現行のと

おり各地区分散開催と

する。 



 
 

様式１                   栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２６ 文化振興事業 関係項目 ２ 市町指定文化財 

調整の方針 

市町指定文化財に関することについて、文化財の指定は栃木市の例により合併時に統合する。また、現在の指定文化財は

現行のとおり引継ぎ、維持管理は栃木市の例により合併時に統合する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

①文化財の指定 

市内の重要な文化財を市指定文化財に指定する 

②市指定文化財  150 件 

       栃木 84 件 

大平 35 件 

藤岡 17 件 

都賀 14 件 

③文化財の維持管理 

 文化財が適切に保存・管理されるよう措置を行う。 

・ 現状変更の許可･指示等 

・ 文化財説明板等の設置 

・ 文化財の管理 

 

①文化財の指定 

町内の重要な文化財を町指定文化財に指定する 

②町指定文化財 27 件 

③文化財の維持管理 

 文化財が適切に保存・管理さ 

れるよう措置を行う。 

 ・ 現状変更の許可･指示等 

・ 文化財説明板等の設置 

 

文化財指定については、各市

町で地域の重要なものを指定

しており、種別の多い栃木市の

例により合併時に統合する。 

指定文化財については、各市

町の地域性を尊重し、現行のと

おり引継ぐ。 

文化財の維持管理について

は、統一した内容の維持管理を

行なうため、合併時に統合す

る。 

 

 



協議第５３号 

 

 合併協定項目２５－２７  社会教育事業について 

 

 

 社会教育事業について、協議を求める。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

                    栃木市・西方町合併協議会 

                    会 長  鈴 木 俊 美 

  

項  目 合併協定項目２５－２７ 社会教育事業 

調整方針 

１ 社会教育関係団体の支援及び連絡調整については、

合併後に再編する。 

２ 成人式については、合併時に再編する。 

３ 同和地区集会所については、現行のとおりとする。 

４ 生涯学習推進基本構想・計画については、合併後に

再編する。 

５ 集会所運営委員会については、現行のとおりとす

る。 

６ 公民館等運営管理業務については、現行のとおりと

し、合併後に再編する。但し、貸し出し事務等につい

ては、栃木市の例により合併時に統合する。  

 

 平成  年  月  日(確認・継続協議) 



 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２７ 社会教育事業 関係項目 １ 社会教育関係団体の支援及び連絡調整 

調整の方針 社会教育関係団体の支援及び連絡調整については、合併後に再編する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

社会教育関係団体 

・社会教育関係団体への助成や指

導・助言等を通して、主体的な活

動ができるよう支援する。 

 

 

・ＰＴＡ連合会 

・手をつなぐ親の会連絡協議会 

・栃木ユネスコ協会 

・家庭教育オピニオンリーダー会 

・「小さな親切」運動栃木支部 

・地域女性連絡協議会 

・地区女性会 

・子ども会育成会連絡協議会 

社会教育関係団体 

・社会教育関係団体への助成や指

導・助言等を通して、主体的な活

動ができるよう支援する。 

 

 

・ＰＴＡ連合会 

・女性の会 

・子ども会育成会連絡協議会 

・家庭教育オピニオンリーダー会 

 

 

 

社会教育関係団体 

・社会教育関係団体への助成や指

導・助言等を通して、主体的な活

動ができるよう支援する。 

 

 

・ＰＴＡ連合会 

・わたらせ友の会 

・子ども会育成会連絡協議会 

・ユースリーダースクラブ 

・家庭教育オピニオンリーダー会 

 

 

社会教育関係団体 

・ 社会教育関係団体への助成

や指導・助言等を通して、主

体的な活動ができるよう支

援する。 

 

・ＰＴＡ連合会 

・地域女性会連絡協議会 

・子ども会育成会連絡協議会 

・家庭教育オピニオンリーダー会 

社会教育関係団体 

・社会教育関係団体への助成や指

導・助言等を通して、主体的な活

動ができるよう支援する。 

 

 

・ＰＴＡ連絡協議会 

・婦人会 

・家庭教育オピニオンリーダー会 

・子供会育成会連絡協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育関係団体の支援

及び連絡調整については、

各市町で団体の形態や組織

が異なり、また、補助対象

となる団体も異なっている

ため、各種団体の整理統合

を図った上で、合併後に再

編すべく、各種団体に働き

かける。 



 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２７ 社会教育事業 関係項目 ２ 成人式 

調整の方針 成人式については、合併時に再編する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

・主 催 栃木市、教育委員会 

・開催日 成人の日の前日 

・会 場 栃木市栃木文化会館 

・運 営 実行委員会（新成人） 

・出席者 約800名（20年度） 

・主 催 栃木市、教育委員会 

・開催日 成人の日の前日 

・会 場 栃木市大平文化会館 

・運 営 実行委員会（新成人） 

・出席者 約250名（20年度） 

・主 催 栃木市、教育委員会 

・開催日 成人の日の前日 

・会 場 栃木市藤岡文化会館 

・運 営 実行委員会（新成人） 

・出席者 約150名（20年度） 

・主 催 栃木市、教育委員会 

・開催日 成人の日の前日 

・会 場 栃木市都賀文化会館 

・運 営 実行委員会（新成人） 

・出席者 約130名（20年度） 

・主 催 西方町、西方町教育委

員会 

・開催日 成人の日の前日 

・会 場 西方町総合文化体育館 

・運 営 実行委員会（新成人） 

・出席者 約80名（20年度） 

成人式は、各市町で式の

開催方法や運営等が異なっ

ており、合併年度の開催場

所や開催方法等を調整する

ため、合併時に再編する。 

 

・旧市町単位の独自性を尊重するため、当面旧市町単位で実施する。 

・旧市町ごとに新成人による実行委員会を作る。 

・記念品については、予算を一人当たり８００円とし、旧市町の実行委員会の代表者による調整会議を行う。 

・記念写真については、予算化はせずに写真業者との個人対応とする。 

・その他、必要な経費については、実行委員会への負担金として予算化する。 

 

 

 



 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２７ 社会教育事業 関係項目 ３ 同和地区集会所 

調整の方針 同和地区集会所については、現行のとおりとする。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

集会所名 

・皆川城内集会所 

・新栃木コミュニティ会館 

・栃木第四地区コミュニティセン

ター 

 

  

目的 

 市民の教養の向上と生活文化の

振興を図り、もって同和教育の推

進を期する 

 

 

 

集会所名 

・榎本集会所 

・伯仲集会所 

・真弓集会所 

・西水代集会所 

・富田集会所 

 

 目的 

 基本的人権が尊重される社会の

実現を目指し、人権教育啓発の推

進、地域福祉の増進、地域交流活

動の振興を図る 

 

  

 

 

 集会所名 

・都賀集会所 

・富吉集会所 

 

  

 

 

目的 

 基本的人権が尊重される社会の

実現を目指し、人権教育啓発の推

進、福祉の増進、地域交流活動の

推進を図る 

 

 

 

該当なし 

 

該当なし 

 

 

同和地区集会所について

は、現行のとおりとする。 



 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２７ 社会教育事業 関係項目 ４ 生涯学習推進基本構想・計画 

調整の方針 生涯学習推進基本構想・計画については、合併後に再編する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

該当なし ・西方町生涯学習推進基本構想 

推進計画 

  （平成２１年３月策定） 

 

【目的】 

複雑な現代社会に生きる住民に、社会の変化に対応した生活に必要な意識や技術を明

らかにし、学習意欲を喚起し、かつその意欲に応えるとともに、21世紀の生涯学習社会

を実現していくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習推進基本構想・

計画については、合併後に

必要性、構成等を検討し、

再編する。 

  



 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２７ 社会教育事業 関係項目 ５ 集会所運営委員会 

調整の方針 集会所運営委員会については、現行のとおりとする。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

 栃木市集会所運営委員会 定員６０人 

・栃木市栃木集会所運営委員会  委員：２６人以内  

・栃木市大平集会所運営委員会  委員：２０人以内 

・栃木市藤岡集会所運営委員会  委員：１４人以内 

 

任期：２年 

 

該当なし。 集会所運営委員会につい

ては、現行のとおりとする。 

 



 

様式１                       栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２７ 社会教育事業 関係項目 ６ 公民館等運営管理 

調整の方針 

公民館運営管理業務については、現行のとおりとし、合併後に再編する。但し、貸し出し事務等については、栃木市の例により合

併時に統合する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃  木  市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

○設置目的 

社会教育の振興を図り、住民の福祉に寄与する。 

 

 

 

○設置目的 

 町民の実際生活に即する教育

学術及び文化に関する事業を行

い、教養の向上、健康の増進、

情報の純化を図る。 

○公民館数 

 １館 

○職員体制 

館 長(生涯学習課長が兼務) 

 副館長(生涯学習課職員が兼務) 

 主 事（   〃     ） 

○運営方針 

営利事業の援助、特定政党及び

特定宗教団体への支援を禁止。 

 

○公民館貸し出し事務 

使用予定日の１ヶ月前から 

申請可 

○開館時間 

午前９時～午後１０時 

公民館運営管理業務につ

いては、地域住民の利便性、

必要性を考慮して現行のと

おりとし、合併後に再編す

る。 

但し、貸し出し事務等に

ついては、統一した方法や

管理が必要になるため、合

併時までに栃木市の例によ

り統合する。 

○公民館数 

 ６館 

○職員体制 

館長、職員２～３名、社会教

育指導員１名（栃木公民館の

み）、臨時業務員 

○公民館数 

 ４館(３館は貸し出しのみ) 

○職員体制 

館長、職員３名、社会教育指

導員２名 

 

○公民館数 

 ５館(４館は貸し出しのみ) 

○職員体制 

館長(生涯学習課長が兼務)、

職員３名(同課職員が兼務)、社

会教育指導員１名 

○公民館数 

 １館 

○職員体制 

館長(生涯学習課長が兼務)、

職員７名(同課職員が兼務)） 

○運営方針 

営利事業の援助、特定政党及び特定宗教団体への支援を禁止。 

 

 

○公民館貸し出し事務 

使用予定日の２カ月前から申請可 

 

○開館時間 

午前９時～午後１０時 



 
○休館日 

土曜日の午後、日曜日、国民の

祝日（但し、栃木公民館のみ） 

年末年始(１２月２９日～１月

３日) 

 

 

○休館日 

月曜日 

年末年始(１２月２９日～１月

３日) 

 

○休館日 

月曜日 

国民の祝日の翌日（但し、祝日

が月曜日に当たるときは、その

翌日） 

年末年始(１２月２９日～１月

３日) 

○休館日 

国民の祝日 

年末年始(１２月２９日～１月

３日) 

 

○休館日 

・毎月第３日曜日 

・国民の祝日 

・年末年始(１２月２８日～１月

４日) 

※館長が必要あると認めたとき

は、教育委員会の承認を得て休館

することができる。 

 

・利用申し込みは２カ月先の月末まで可 

・いずれの公民館でも使用を希望する公民館の予約、申請を受け付けることができ、許可を出すことができる。 

・総括公民館については、栃木公民館が行う。 

 



協議第５４号 

 

 合併協定項目２５－２８  青少年健全育成事業について 

 

 

 青少年健全育成事業について、協議を求める。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

                    栃木市・西方町合併協議会 

                    会 長  鈴 木 俊 美 

 

項  目 合併協定項目２５－２８  青少年健全育成事業 

調整方針 

１ 青少年育成センターについては、栃木市の例により

合併時に統合し、少年補導員については、合併後に再

編する。 

２ 勤労青少年ホームについては、現行のとおりとす

る。 

３ 青少年問題協議会の運営については、栃木市の例に

より合併時に統合する。 

４ 青少年育成市民会議の運営については、合併時は現

行のとおりとし、合併後に再編する。  

 

  平成  年  月  日（確認・継続協議） 



様式１                        栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２８ 青少年健全育成事業 関係項目 １ 青少年育成センター 

調整の方針 青少年育成センターについては、栃木市の例により合併時に統合し、少年補導員については、合併後再編する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

目的 

 少年の総合的な相談及び補導活動・環境浄化活動を行うことにより、その健全な育成を

図る。 

○事業内容 

 青少年相談員及び少年補導員は、相談業務、街頭補導(夜間補導含む)及び環境浄化活動

等。 

・少年補導外９業務 

○組織構成 

・青少年育成ｾﾝﾀｰ長 １名 

・少年相談員 ２名 

・青少年育成ｾﾝﾀｰ運営協議会委員 １５名以内 

・少年補導員 １００名以内 

○任期 

 青少年相談員・少年補導員 １年 

 運営協議会委員 ２年 

 

※ 青少年育成センターについては該当なし。 

 

◎西方町青少年育成推進員 

○目的 

 地域における青少年の健全育成運動を推進する。 

○事業内容 

・夜間巡回指導 

○組織構成 

・青少年育成推進員10名 

 

 

青少年育成センターは、

青少年相談等の窓口である

ことを踏まえ、青少年健全

育成を図るため、栃木市の

例により合併時に統合す

る。 

少年補導員は、青少年の

非行防止を踏まえ、補導活

動や環境浄化等の推進を図

るため、構成等を調整し合

併後に再編する。 



様式１                        栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２８ 青少年健全育成事業 関係項目 ２ 勤労青少年ホーム 

調整の方針 勤労青少年ホームについては、現行のとおりとする。 

現         況 
具体的な調整内容 

 栃 木 市 西 方 町 

○目的 

 勤労青少年の福祉の増進と健全育成を図る。 

○指定管理者 

・栃木勤労青少年ホーム 

平成１８年度から平成２２年度まで 

・大平勤労青少年ホーム 

平成２１年度から平成２３年度まで 

○登録者数等 

・栃木勤労青少年ホーム 

登録者数 ３４４人   利用者数 １４,７９６人  講座数 ２９０講座 

・大平勤労青少年ホーム 

  登録者数 ２７１人   利用者数  ５,６０２人  講座数 ３４９講座 

○事業内容 

・資質の向上を目的とした教養、スポーツ講座の開催 

  講座数 

・レクリエーション、クラブ活動等の機会と場所の提供 

・悩み事、困り事等の相談 

・勤労青少年ホーム運営委員会の開催 

 運営委員会委員２０名以内 

・若年者におけるフリーター等不安定就労者、失業者、無業者の職業意識の高揚、職業的自

立支援 

・施設の維持管理 

該当なし  

勤労青少年ホームは勤労

青少年の居場所であること

を踏まえ、福祉の増進と健

全育成を図るため、現行の

とおり指定管理者制度によ

る管理運営とする。 



様式１                        栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２８ 青少年健全育成事業 関係項目 ３ 青少年問題協議会 

調整の方針 青少年問題協議会の運営については、栃木市の例により合併時に統合する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

○目的 

 青少年に関係のある機関団体が相互に連絡し、青少年の保護及び環境の浄化を図り、青

少年の健全育成と福祉の増進に寄与するため連絡調整を図る。 

○事業内容 

・青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する事項を調査審議する。 

・青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する関係行政機関及び団体相互の連絡調整を

図ること。 

・青少年の環境整備に関すること。 

・その他 

○組織構成 

 役 員：会長他４名 

 委 員：定数３１名、 

 理事等：２０名 

○任期 ２年 

 

該当事業なし 青少年問題協議会は青少

年が抱える問題の審議を踏

まえ、各種事業の適正化を

図るため、栃木市の例によ

り合併時に統合する。 



様式１                    栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２８ 青少年健全育成事業 関係項目 ４ 青少年育成市民会議 

調整の方針 青少年育成市民会議の運営については、合併時は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

現         況 

具体的な調整内容 栃 木 市 
西 方 町 

旧 栃 木 市 旧 大 平 町  旧 藤 岡 町 旧 都 賀 町 

該当なし 

 

該当なし 該当なし ○実施団体 

・都賀町のこどもを育む会 

○目的 

 青少年の健全育成に総ての町民

が関心を持ち、官民が一体となっ

て、次代を担う心身ともに健全な

青少年の育成を図る。 

○事業内容 

・４つの委員会を設置し、活動し

ている。 

社会を明るくする運動参加・

協力 

  青少年健全育成に関する標語

の募集・掲載 

  町内パトロール（夏休み、冬 

休み） 

  つがの里山ふれあい塾 

  育む会だより（すこやか）等 

発行 

  先進地視察（東海村） 

○組織構成 

・役員 会長他２７名 

○実施団体 

・にしかた子どもネットワー

ク 

○目的 

 地域の青少年に関する団体

や指導者との連携・協力を図

りながら、町民総ぐるみで青

少年健全育成の推進を図る。 

○事業内容 

・子どもたちの心を豊かに

する活動 「子ども夏ま

つり」 

・子どもたちを見守る活動 

「下校見守りボランティ

ア」 

○組織構成 

 青少年関係機関･団体長に

より 

 構成 

 ・推進委員２９名 

（内運営委員１１名） 

都賀町のこどもを育

む会は、青少年育成市民

会議として認定を受け

た唯一の市町村民会議

であることに鑑み、各種

青少年健全育成事業の

推進を図るため、合併時

は現行のとおりとし、合

併後に再編する。 

 



協議第５５号 

 

 合併協定項目２５－２９ 男女共同参画事業について 

 

 

 男女共同参画事業について、協議を求める。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

                    栃木市・西方町合併協議会 

                    会 長  鈴 木 俊 美 

  

項  目 合併協定項目２５－２９ 男女共同参画事業 

調整方針 
男女共同参画計画については、合併後概ね１年以

内に再編する。 

 

 平成  年  月  日(確認・継続協議) 



様式１                        栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－２９ 男女共同参画事業 関係項目  

調整の方針 男女共同参画計画については、合併後概ね１年以内に再編する。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

参考 

○とちぎし男女共同参画プラン 

（第３次） 

・策定年 平成１８年３月 

・期間 平成１８年度から２２年度までの５年間 

・基本目標 

Ⅰ男女共同参画の意識づくり 

Ⅱ男女共同参画の社会環境づくり 

・審議会あり 

・年次報告 毎年報告書作成 

○おおひら男女共同参画プラン 

・策定年 平成１５年３月 

・期間 平成１５年度から２４年度までの１０年 

・基本理念「ともに認めあい支えあう夢ふくらむまちづくり」 

①個人の人権が尊重されるまち 

②主体的な生き方を選択できるまち 

③誰もが平等にあらゆる分野に参画し、責任を担いあうまち  

④国際社会にひらかれたまち  

⑤町民と行政が連携し、男女共同参画社会を推進できるまち 

・審議会なし 

・年次報告 なし 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画計画につ

いては、男女共同参画推進

の取り組みを包括し、男女

共同参画社会の実現を図

るため、合併後概ね１年以

内に新たに策定する。 

 



協議第５６号 

 

 合併協定項目２５－３０  社会福祉協議会について 

 

 

 社会福祉協議会について、協議を求める。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

                    栃木市・西方町合併協議会 

                    会 長  鈴 木 俊 美 

  

項  目 合併協定項目２５－３０  社会福祉協議会 

調整方針 
社会福祉協議会については、速やかに統合するよう働

きかける。 

 

 平成  年  月  日(確認・継続協議) 



様式１                        栃木市・西方町合併協議会の調整内容 

合併協定項目 ２５－３０ 社会福祉協議会 関係項目  

調整の方針 社会福祉協議会については、速やかに統合するよう働きかける。 

現         況 
具体的な調整内容 

栃 木 市 西 方 町 

【名称】 

 栃木市社会福祉協議会 

【補助金額】 

 １２９，７９６，０００円 

【委託事業】 

 福祉サービス利用援助事業 

 生活福祉資金貸付事業 

 地域包括支援センター運営業務協力事業 

 介護予防支援事業 

 栃木市ホームヘルプサービス事業 

 栃木市デイサービス事業 

 栃木市障がい者等移動支援事業 

 障がい児子育てサロン事業 

 地域福祉活性化事業 

 障害者交流事業 

 栃木市障がい者等相談支援事業 

 高齢者相談事業 

 栃木市大平地域包括支援センター事業 

 ボランティアセンター活動事業 

 高齢者地域支援体制整備・評価事業 

 外出支援サービス事業 

 生きがい活動支援通所事業 

【名称】 

 西方町社会福祉協議会 

【補助金額】 

 １３,６８０,０００円 

【委託事業】 

 福祉バス運行事業 

 移送サービス事業 

 ふれあいプラザ管理事業 

 児童クラブ運営事業 

 リフト付きバス運行事業 

 配食サービス事業 

 心配ごと相談事業 

 ひとり暮らし老人激励事業 

 ひとり親家庭激励事業 

 地域保健福祉推進事業 

 いきいきデイサービス事業 

 いきいきヘルプ派遣事業 

速やかに統合するよう働き

かける 



 

【参考】 

 〔役員数〕 

   理事    １１名 

   監事     ２名 

   評議員   ２３名 

 

 〔職員数〕（４／１現在） 

   正職員   ６１名 

   嘱託職員   ９名 

   非常勤職員  ４名 

   臨時職員  ６１名 

   パート   ６９名  

     計   ２０４名 

 

 〔平成２１年度決算額〕 

 １，０８３，６３２，７２９円 

 

 〔実施事業〕 

 （１）社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

 （２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

 （３）社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

 （４）（１）から（３）のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために

必要な事業 

 （５）保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

 （６）共同募金事業への協力 

 （７）ボランティア活動の振興 

 （８）居宅介護支援事業の経営 

 （９）居宅介護等事業の経営 

 （10）老人デイサービス事業の経営 

 （11）地域包括支援センターの経営 

 （12）老人福祉センターの経営 

【参考】 

 〔役員数〕 

   理事     ６名 

   監事     ２名 

   評議員   １３名 

 

 〔職員数〕 

   正職員   １７名 

   嘱託職員   １名 

   非常勤職員 ２３名 

（常勤ヘルパー含）   

     計    ４１名 

 

 

 〔平成２１年度決算額〕 

１５９,２５２,７６６円 

 

 〔実施事業〕 

（１）社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

（２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

（３）社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

（４）（１）から（３）までに掲げるもののほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発

達を図るために必要な事業 

（５）保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

（６）共同募金事業への協力 

（７）居宅介護支援事業 

（８）通所介護事業 

（９）訪問入浴介護事業 

（10）居宅介護等事業 

（11）障害福祉サービス事業（ケアセンターふれあい（居宅介護）） 

（12）ボランティア活動の振興 

 



 （13）福祉サービス利用援助事業 

 （14）障害福祉サービス事業の経営 

 （15）相談支援事業の経営 

 （16）移動支援事業の経営 

 （17）地域活動支援センターの経営 

 （18）児童館の経営 

 （19）生活福祉資金貸付事業 

 （20）社会福祉金庫等の貸付事業 

 （21）心配ごと相談事業 

 （22）その他本会の目的達成のため必要な事業 

 

（13）生活福祉資金貸付事業 

（14）心配ごと相談事業 

（15）西方町ふれあいプラザ運営事業 

（16）その他本会の目的達成のため必要な事業 

 



協議第６号（継続協議―２） 

 

 合併協定項目２６  合併市町村基本計画について 

 

 

 合併市町村基本計画について、別紙のとおり提案する。 

 

 

   平成２２年１０月１５日提出 

 

 

栃木市・西方町合併協議会 

会 長  鈴 木 俊 美 

 

 

 

 平成２２年 ８月３１日（継続協議） 

 平成  年  月  日（確認・継続協議） 

 



栃木県知事との事前協議に伴う修正箇所等について 

頁 修正前 修正後 

８ 

（２）栃木地区広域行政圏計画 

 

ごみ処理、し尿処理及び消防・救急

について、… 

同左 

     ※ 

ごみ処理、し尿処理及び消防・救急

について、… 

１０ 地図中 ○新市の位置・地勢・交通 

１１ 

（３）歴史 

    ※ 

ごみ処理、し尿処理、消防分野にお

いて、… 

同左 

     ※ 

ごみ処理、し尿処理、消防分野にお

いて、… 

２２ 

（４）観光 

平成 20 年栃木県観光客入込数・

宿泊数推定調査結果によると、新市

の地区別観光客入込数は 390 万

6,040 人、地区別観光客宿泊数は

12,627 人となっています。 

経年変化でみてみると、年変動は

あるものの、平成 16 年から平成 20

年にかけて、入込客数が栃木県では

12.3％増に対して新市では 12.5％

の増と増加傾向となっています。 

一方で、宿泊客数では県全体で

5.9％減に対して新市では 21.7％減

となり、県全体との比較においても

厳しい状況にあります。 

同左 

平成 21 年栃木県観光客入込数・

宿泊数推定調査結果によると、新市

の地区別観光客入込数は 413 万

3,640 人、地区別観光客宿泊数は

9,843 人となっています。 

経年変化でみてみると、年変動は

あるものの、平成 17 年から平成 21

年にかけて、入込客数が栃木県では

11.4％増に対して新市では 17.9％

の増と増加傾向となっています。 

一方で、宿泊客数では県全体で

6.7％減に対して新市では 33.7％減

となり、県全体との比較においても

厳しい状況にあります。 

２７ 

（１）新市の将来人口 

平成１７年の国勢調査による新

市の人口は１４９，７５２人となっ

ており、… 

同左 

平成１７年の国勢調査による新

市の人口は１４９，７５２人となっ

ています。 

２８ 

（２）新市の将来世帯数 

平成１７年の国勢調査による新

市の世帯数は４９，０２８世帯とな

っており、… 

同左 

平成１７年の国勢調査による新

市の世帯数は４９，０２８世帯とな

っています。 

２９ 

（３）新市の将来就業人口 

平成１７年の国勢調査による新

市の就業人口は７４，５２２人とな

っており、… 

同左 

平成１７年の国勢調査による新

市の就業人口は７４，５２２人とな

っています。 
 

 



頁 修正前 修正後 

３７ 

●都市的利用ゾーン 

地域拠点周辺や東武線やＪＲ両毛

線の駅周辺など… 

同左 

地域拠点周辺や東武日光線・東武宇

都宮線やＪＲ両毛線の駅周辺など

… 

●自然環境利用ゾーン 

山林は、地球温暖化、異常気象によ

る集中豪雨など、地球環境に様々な

変化が顕在化している中で、次世代

に引き継ぐべき貴重な資源です。 

同左 

地球温暖化の防止や水源のかん養

といった公益的機能を有する山林

は、地球温暖化、異常気象による集

中豪雨など、地球環境に様々な変化

が顕在化している中で、次世代に引

き継ぐべき貴重な資源です。 

３８ 

●広域交流軸 

東武線、ＪＲ両毛線の利便性の向上

を促進し、… 

同左 

東武日光線、東武宇都宮線、ＪＲ両

毛線の利便性の向上を促進し、… 

４３ 

○ 地域自治制度の概念図 

合併時の地域自治制度 

西方町の区域に合併新法に基づく

地域自治区を設置（平成 27 年３月

31 日まで） 

同左 

 

西方町の区域に市町村の合併の特

例に関する法律に基づく地域自治

区を設置（平成 27 年３月 31 日まで） 

※地域自治区事務所は、各町ごと

に設置する総合支所 

※地域自治区事務所は、西方町役

場に設置する総合支所 

４５ 

（２）安全・安心な暮らしの確保 

しかしながら、近年、各地で大規模

かつ多様な災害が発生しており、… 

同左 

しかしながら、近年、全国各地で大

規模かつ多様な災害が発生してお

り、… 

（２）安全・安心な暮らしの確保 

また、高齢化や核家族化が進む中

で、誰もが安心して暮らせる地域社

会を形成するためには、… 

同左 

高齢化や核家族化が進む中で、誰も

が安心して暮らせる地域社会を形

成するためには、… 

５５ 

（４）雇用の創出 

東北自動車道と北関東自動車道が

交差するという位置的優位性を活

かし、… 

同左 

東北自動車道と北関東自動車道が

交差するという地理的優位性を活

かし、… 

５６ 
●多様な雇用環境の創出 

○農道等農業基盤の維持・整備 

同左 

○農業基盤の維持・整備 

７０ 
用語解説 

地産地消 

（削除） 

 




